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台湾の住宅問題と住宅政策

誌
衷

霊光せ瀬
わヽヵ
）

はじめに

I 台湾における住宅問題の歴史と現状

n 台湾の持家政策
III 台病の国民仕宅政策

おわりに

はじめに

1989年8月26日，台北市のメイン・ストリート

において数万の群衆が，地価高騰により住宅取得

が絶望的になったことに抗議して，大デモンスト

レーションを敢行した。これは，発足間もない台

湾の住宅運動団体である「無住屋団結組織」によっ

ておこなわれたものである。この団体は，翌1990年

3月に開かれた全国土地問題会議においても，括

発な提案をおこなうなど，いま台湾の土地住宅行

政に少なからず影響を及ぼしているのである（注 1 〗

実際，台術においてもわが国と同じく， 1980年

代後半に住＇む価格が顕著れ 1-．昇をみせていた，，こ

の点について， 1980年代の台北市の床面積30坪，

35坪の住宅価格と平均年収とを比べた第 1表によ

って確認しておこう（この「絆」という単位は，わ

が国の場合とt→たく同じ意味で使われている）。後の

第 7表からうかがえるように，この床面積30坪．

35坪の住宅というのは台北市では決してとくに大

きな住宅ではない。ところが， 1980年代前半は漸

減傾向を示していた住宅価格が87年より急騰し，

88年の年収倍率をみると，床面積30坪の住宅で

10.2倍， 35坪で11.9倍にもなっていることがわか

18 

る。また，呉清輝が台北市東郊の内湖区の住宅価

格と台北市の平均的な家庭所得とを比較調査した

研究によると， 1985年では，月収の30~ を 3 年間

貯祖すれば，返済期眉]10年以上のローンを組んで

高価格の住宅を取得できたのに対し， 88年には，

In]じく 10年貯蓄して返済期間40年のローンを組ん

でも蒻価格の住tは取得できなくなっている。そ

れどころか，低価格の住宅でさえ， 3年の貯蓄（月

収の30切では 30年返済のローンを．同じく 10年

貯裕してもなお10年のローンを糾まなければ取得

でぎなくなっているというのである（注 2)。本稿

ふこうした状況にある台湾の住宅問題および政

策の歴史と現状を分析することを目的としている

が，その際，つぎの 2つの課題が念頭におかれて

いる。

第 1に，上記のような市民運動団体の結成をも

第1表 台北rIi平均住宅価格と家庭年収の推移

（単位：万元）

年1孟鴨譴ド？翡譴孟均家一晨 A/CB/c
30坪） A 5坪）BCI  

198() 265 309 37 7.2 8.1 

1981 247 288 38 6.5 7.6 

1982 223 260 41 5.4 6.3 

1983 207 242 44 4. 7 5.5 

1984 210 245 44 4.8 5.6 

1985 201 235 46 4.4 5. 1 

198!i 201 235 46 4.4 5. 1 

1987 274 320 51 5. 4 6.3 

1988 532 621 52 10.2 11. 9 

（出所） 張金？］『房地産的世界』台北遠流出版公
司 1990年 112ベージ。

『アジア経済』 XXXIII~2(1992. 2) 



Ⅰ　台湾における住宅問題の歴史と現状
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たらすに至らしめた要因を解明することである。

劉進慶は台湾経済の特徴の 1つとして，所得分配

における貧富の格差が途上国の中では最も小さい

という点を指摘しているが（注 3)，それを資産分配

の面から裏づけているのが，のちに明らかにする

ように，住宅ストックにおける持家の比率が国際

的にみてもきわめて高い水準にあるということで

ある。この点は，わが国と共通する経済発展の特

徴である。そしてほぼ同時に深刻な住宅難を招い

たのであるが，台湾にはなぜ，わが国にはないこ

うした大規模な市民運動が発生したのであろうか。

第 2に，住宅政策と密接な関連を有する土地政

策において，台湾では国父孫文の提唱した「平均

地権」という理念の実現をめざした政策が長年

実施されてきたにもかかわらず，なぜこのような

事態を招いたかということである。台湾の平均地

権政策とは，「地盆其利」（土地の有効利用を促進す

る），「地利共享」（その土地を活用することによって

生じる成果を土地所有者に独占させるのではなく，国

民全体が享受する），などという目的を達成するべ

く実施された，税制を中心とした土地政策のこと

である。そしてその目的を達成する手段として，

高税率の土地増値税（わが国の譲渡所得税に相当）

によるキャヒ゜タル・ゲインの吸収，大士地所有者

に重い税負担を課す地価税（わが同の固定資産税に

相当）の累進課税，遊休地へ：の地価税の重課税な

どが用意されている。この政策は，第2次大戦後

の農地改革の実施に引き続き，都市の土地を対象

に1956年以来すすめられ (77年からは全土が対象と

なった），少なからず問題をかかえつつも， 一定

の成果をあげてきたのである（注4）。このうちとく

に注Hされているのが，地価税はもとより近年税

収増の顕著な土地増値税もすべて地方税であり

（注5)， かつ国民住宅（台湾唯一の公共部門の供給す

台湾の住宅問題と住宅政策

る住宅）をはじめ， 教育， 福祉施設の建設などに

充当することとされるなど，開発利益の国民への

還元を社会政策的にすすめることが目指されてい

ることである（注 6)。高い持家比率を達成している

台湾の住宅政策においてこの国民住宅がどのよう

な役割をはたし， どのようにして「地利共享」が

追求されてきたのであろうか。

（注 1) この住民運動については，五十嵐敬喜「市

民運動の可能性」（『世界』第547号 1990年11月。同

『土地改革のプログラム』日本評論社 1991年に再録）

参照，

（注2) 呉清輝「台北市内湖区房価変化輿家庭購屋

能力分析-'(『人奥地』第67号 1989年7月） 12ペー

ジ。 1990年になると，この上昇も鎮静化し，一部では

下落も生じているが，それでも大多数の勤労者にとっ

ては，まだまだ高すぎるといわれている（「希母放魅房

地産価格穏定措施J[『人輿地』第78号 1990年6月〕）。

（注3) 劉進慶「ニ；；クス的発展と新たな経済階

吊ー（若林正丈編『台湾—転換期の政治と経済—=

田畑書宕 1987年） 148ページ。

（注4) その実態については，宮本憲ー・植田和弘

編『東アジアの土地問題と土地税制こ勁草書房 1990 

年参照っ

（注5) 地価税のような不軌産の保有に関する税が

地方税であることは世界共通のことであるが，士地増

値税のようなキャピタル・ゲイン課税をすべて地方税

としている例は，世界的にもきわめて珍しいことであ

る。

（注6) 平均地権政策に関する基本法令である平均

地権条例第51条による。

I 台湾における住宅問題の歴史と現状

1. 住宅問題の歴史

陳麗春は， 1986年 6月に公表した論文におい

て，台湾の住宅問題の歴史を 2期に分けて考察し

ている。第 1期は，国民党政府が台湾に移ってき

た1949年から70年代半ばまでである。 この時期

は．住宅の量的不足が問題の中心であっfこ世帯

19 



1992020022.TIF

数の増加と新築住宅の数から推計したその不足数

は， 1975年以前において約49万戸であった（注 1)"

そしてその矛盾は，都市計画区域内の公共施設用

地内に違法建築が大量に建てられるという事態を

招いた。その数は， 1963年の調査で約16万戸， 79

年においても約12万戸であったというのである

(；t 2) 

陳論文において1970年代半ばを画期としている

のは， 75年7月に国民住宅条例が公布されたこと

を根拠としている。というのは，それを契機とし

て1977年8月に国民住宅設計規範が， 80年5月：こ

は国民住宅管理規則が制定されるなど，住宅の質

の向上にも日が向けられるようになってきたから

である。そのことを反映してか，第 2期において

は，全国的には依然として量的不足は解消してい

ないにもかかわらず，経済不況の影響もあって19

80年頃から大量の空家と住宅の売行き不振という

現象が生じたのである。

1980年の調査によると，全国で空家数は約48万

戸，空家率は少ないところでも 7歩，多いところ

では17歩，全国平均で13.1£,'j:にもなった、，この空

家率は，当時の人口移動率から必然的に生じる数

値を，はるかに上回るものであったというのであ

る（注3)0 

また，住宅の売行き不振については，民間の建

設会社の多くが前売り制を採用しており．常業の

秘密などもあって，正確なところは把握できてい

ない岱4)＇，ただ，住商不動産研究室の調査による

と，台北大都市圏で1983年から85年の 3年間に市

場に出された新築住宅の売却率は， 40~50白であ

ったというのであるば5)。他方，分譲用の国民住

宅についてみると， 1981年までに建設された住宅

は完売であったのに， 82年以降：こ竣工された住宅

の売行きが芳しくなかったのである 3 すなわち，

20 

1982, 83年度内に販売に出された 2万2033戸のう

ち， 4871戸が売れ残り，なかでも高雄市は75古が

売れ残るという状況であった。そしてさらに，これ

に加えて竣工はしたが，まだ販売に出されていな

い住宅が 1万戸以上も残っていたのである（注6)こ

さらに，この第 2期にすでに，冒頭に述べたよ

うな住宅難が顕在化してきたことも指摘されてい

る。たとえば，理想の不動産価格を年収の 3倍と

した場合，それに該当するような住宅は，郊外国

民住宅iこおいてすら，入手し難くなっているこ

と，また最近都市に移り住んだ階層の持家比率

が，低下しつつあることなどである直 7)c

さて，陳論文では言及していないが， 1980年代

後半からを第3期とすると，第 2期の不動産不況

は一変することとなった注8 口~第 1 に，新築住宅

の売却率が大きく改善することとなった。 1983~

85年は，すでに述べたような状況にあったのが，

86年は60白， 87年は80£:+,88年も80似以上の水準

を維持しそうな勢いだというのである。第 2に，

中古住宅の取引も活発となっている 3 それを直接

示す指標ではないが，不動産売買の際に納める契

税（わが国の登録免許税，不動産取得税に相当）の納

税件数をみると， 1982~85年は20万～23万件であ

ったのが， 86年は 24万5000件， 87年は 29万5000

件， 88年は30万件を超える勢いだというのであ

るつ第3に，国民住宅の売行き不振も大幅に改善

された。 1988年5月末において，全国の売れ残り

戸数は2500戸ほどに減少し，なかでも台北市では

完売状況にあったのである。こうした不動産市場

の活況の反面，冒頭に述べたように，新規に住宅

を取得することは，まった＜絶望的な状況に陥っ

たのである。

2. 住宅問題の現状

台湾の住宅問題の全般的状況は，わが国の可主
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第2表台湾の世帯数と住宅数 (1980年）

1世帯数A 住宅数~AX100I 
「 89.3 

87.8 

101.1 

94.5 

92.6 

90.5 

102.3 

合計l3, 723, 83り13, 665, 122i -58, 71」. 98. 4 

（出所） 内政部営建署？解決台湾地区房地産価B五：
瀕問題之措施』台北 1988年付表2より作

成。

宅統計調査』（総務庁統計局）に相当する『住宅状

況調査報告』（行政院t計慮）によって知ることが

できる。これは， 1979年以降，労働力調査の際に

並行して実施されており，その結果は行政院主計

慮より公表されている。そこでここでい主にそ

れに依拠して，台湾の住宅問題の現状を概観する

こととしたい。

まず，住宅ストックの現状をみておこう。第 2

表は1980年の全国一斉住宅調代によって明らかに

台北市 543,591 485,201 --58, 393 

麻雄市 272,364 239,265 -33, 099 

台湾省 2,907,881 2,940,656 32,775 

基隆市 74,415 70,351 -4,064 

台中市 133,038 123,204 -9,834 

台南市 123,556 111,870 -11, 686 

その他 2,576,872 2,635,231 58,359 

台湾の住宅問題と仕宅政策

第3表世帯数と新築住宅数

□面□年度末i前年比 1新築住宅 心一

世帯数！増加数A 数B B-A 

園 l| 3，即5,1:□ ； 151,172 134,088 -17,084 
l!-182 4,031,8 1:36,624 9:J, :381 -4:l, 243 

1983, 4, 144, 3 112,492 99,080 -1:i, 412 

1984 4,246, 587! ＇ 102,275 ll5, 158 12,883 

1985 4,360,647: ＇ 114,060 112,928 1, 132 

1986 4,489,300: ， 128,653 103,102 -25, 551 

1987 4,644,839: ＇ 155,539 
99,61:9 I -55,92: 

1988 4,807,714＇ : ＇ 162,875 l⑱ ,8 -53, 999 

1989 4,954,075: ＇ ＇ 146, 361 106, 4 -39, ()01 

（出所） 行政院経済建設委員会都市及住宅発展直編

『都市及区域発展統計羹編 中華民国79年』台

北1990年 1, 53ページより作成。

（注） 年度：ま会計年度 (7~6月）。

なったそれを示したも (l)である。台清の住‘むスト

ックを最も正確に明らかにしたのが，最近ではこ

の1980年の調社であり，以後の住宅数は，それに

毎年の新築戸数を加えて示されている（注9）。それ

によると， 1980年におげる住宅数は，総世帯数と

比べてなお 5万8000戸不足しており，都市部，な

かでも台北，高雄の 2大都市のそれが顕著である

ことがわかるであろう。第 3表は，その調在以降

）

―

社

数

一

632782926
暉

166268394528649895

後

＿r
-

ふ

3
3
;
4

小
；
小
〖
前

，
 

000
ー

総

戸

6

8

7

1

5

4

4

0

6

3

4

一

で

ー.. 

ftl

劣

o

o

a

0

O

O

L

o

0

0

。
宅

位

成

住

単

作

合

り

集

(

O

'

’

ェ9999叫
3019叫
，
瑚
瑶
，
瑚
，
立
，
佃
，
5
,
＇固，訊

そ

戸

よ

非

3

2

9

6

0
ー

6

6

6

0

8

、、9
f
-

/

L

L

l

2

&

＆

凡

ふ

4

4

―
上

む‘ノ

。

ベ

以

、
上

o
:―

t
 

3
棟

｛
以
合

階

累

9
,
4
8
9
氏
嘔
叫
1251549
叫
国

185

琴

3

年

，
90
は

集

げ

戸

一

1
9
と

-

9

2

2

4

7

8

5

3

0

2

 

古
劣
臣
m
立

恥

渇

追

い

叫

認

叫

式

移

住

以

北

棟

耀
合
階
直
虚
6
4
9
g
'
’
⑮

_,77999
饂
尋
憂
匹
⑱
台
連ー
」
0

，
 
告
の

数

集

cs-）

1

l

宅

9

8

8

4

4

0

4

1

5

6

5

報

も

こ

＿

ェ

％

4
5
4
3
4
5
4
4
4
4
4
4
4
4
4
3
4
3
4
4
一
査
る

c

主
'~ 
上

ー

調

い

の

ロ

仇

叫

，

655,
叫
訓
細
絨
二
，
＇
臨

',178

贔
竺
5

＿
連
戸

L
L
L
L
L
L
1

，
し
ぎ
~
・
℃
有
い

，
 〗

式
―

%
I
I

〗
亡

併
＇
虞
叫
直
，

2312289
邸

函

2175
邸

呵

沿

内

共

表
一

歪
，
を

4
}
 

年

で

壁

〗□
〗
[
[

第

双

戸

1

3

8

1

1

6

8

3

2

1

7

8

宅
の

年

國

圏

国

国

圏

疇

圏

国

寧

醗

[

⑮

と

21 



1992020024.TIF

の世帯数の増加と新築住宅数をみたものである3

1984年を除けば，新築住宅数が世帯数の増加を下

回っているごと， とくに， 87, 88年は 5万戸以上

も不足していることがわかる。わが国をはじめと

する OECD加盟の資本主義国では，概ね 1囚レ

ベルではtlt帯数を上回る住宅ストックを確保して

いるのに対し（注10)，台湾では現在なお量的不足は

解消されず，むしろ年々拡大しているのであるa

つぎに，住宅条件をみることとしよう。まず第

4表は，住宅形態ごとにみた推移を示したもので

ある。それによると，台湾の住宅は連棟式といわ

れる長屋住宅が最も多く，年々着実に増加し， 19

89年においてもなおそれが全体の44.5gj:をしめて

いるこ、とがわかる。他方， 5階以下の組合住宅が

1980年の57万6000戸から89年には118万4000戸へ，

6階以上のそれは 4万8000戸から23万5000戸へと

増加しており，総戸数にしめる割合も両者で17.2 

宕から29.0gj:へと増加するなど，集合化と高層化

もすすんでいることをうかがわせている。さらに

これを地域別にした第5表でみると，集合化と高

第5表 形態別にみた住宅の省市分布 (1989年） （単位： 1,()(）0戸）
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796 i 100 I 1. 896 : 100 

台高
台北市 邸雄 Ili

都会区 1 都市化 1x:
＇ 

戸 数 i％ぃ数i_J{,一戸数i劣戸数；劣

省

l 非都市化区
1戸数i%

（単位： 1,000戸）

総計

戸数： ％ 

鉄筋：1ンクりート造

強化煉瓦造

煉瓦造

木竹造

土石造

その他
...... 

Ilヽ 'il- 1 

443 : 56. 6 ， ， 
236 : 30. 2 ， 
94 : 12. 0 
， 
7 i 0. 9 ， 
1 : 0. 1 

782: 
! 

100 

78 : 21. 7 
ヽ

205 i 56. 9 
＇ 66 i 18. 3 
＇ 10: 2.8 
＇ 
1 : 0. 3 
： 
0: 0.0, 
＇ ヽ 一

360 ! I()() 1 

4

5

6

4

8

4

 

恥

謡

⑳

ゥ

i

L

o

9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
,
 

5
8
7
9
5
1
5
2
4
0
8
 

3

2

4

 

，
 

ー

＇ 2,188 : 
＇ 
100 I 

29 i 3.8 
＇ 484 ! 62. 9 
＇ 172 ! 22. 3 
l 

47 ! 6.1 ， 
32 ! 4.2 ， 
5: 0. 6 ， 
'--

770 100 ¥ 

3

0

6

5

2

5

 

．
．
．
．
．
．
 

6

2

7

8

5

0

 

4

3

 

9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
9
 

0

4

9

8

1

4

 

5

3

9

6

4

 

3

2

 

6

8

1

8

4

3

 

2

乱

立

3

2

0

9
9
9
9
9
9
9
9
9
9

9ヽ
9
9
9
9
9
9
9
9
9
,
.. 

95853808218411617 

．．
 2
1

 

796 i 100 I 4. 896 i 100 
（出所） 第5表と同じ。
(ll:） 19()()()戸未満を四捨五入しているため' -部で合計に誤差がある。ーはゼロ。 0は500戸未満。

22 



1992020025.TIF

層化は都市化を反映したものであることが明らか

となる。というのは，上記の集合住宅のほとんど

が，台北市，高雄市と，台湾省の都会区に立地し

ているからである。とくに，台北市は総戸数の約80

叡が集合住宅となっている。また，第 6表によって

地域別の住宅構造をみると，やはり都市部ほど鉄

筋コンクリート造が多いこと， とくに台北市では

半分以上がそれでしめられていることがわかる。

これをわが国の1988年の可主宅統計調査』戸ll＇に

より，東京都の場合と比較してみると，東京都で

は居住世帯のある住宅430万9000戸のうち， 木造

が過半の57.6£:+をしめている。 また一戸建ては

34.2塩共同住宅は60.8臥となっている 要する

に，わが国の都市では，いまなお木造の一戸建て

が少なくないのに対し，台湾の都市地域の居住形

態は，非木造の集合住宅が主流となっているとい

えるであろう。

第7表集合住宅の床面積分布 (1989年）
（単位：戸）

5 階以下 6 階以上

戸数］ ％戸数：劣

O~ 5坪 6,688 0.6 1,506 0.6 

5~ 10坪 33,668 2.8 8,278 3.5 

10~ 15坪 54,942 4.6 12,863 5.5 

15~ 20坪 79,347 6. 7 10,856 4.6 

20~ 25坪 212,305 17. 9 13,795 5.9 

25~ 30坪 387,043 32. 7 28,968 12.3 

30~ 35坪 276,571 23. 3 60,372 25. 7 

35~ 40坪 72,040 6. 1 34,434 14.6 

40~ 45坪 31,988 2. 7 ， 33,069 14. 1 

45~ 50坪 7,836 0.7 11,475 4.9 

50~ 55坪 10,361 0.9 10,999 4. 7 

55~ 60坪 2,362 0.2 2,424 1.0 

60~100坪 8,928 
0.8 / I 5,643 2.4 

100坪以上 1,042 : 0. 1 472 0.2 

総計 1,185,121, 100 j I 235,154, 100 
・------------------------------・， ,――----------- ,  ， 
平均 26.55坪： 32.32坪：' 

（出所） 第4表と同じ (23ページ）より作成。

台湾の仕宅間題と{l̂＇む政策

住宅の空間的な居住条件を示す 1戸当りの床面

積部屋数， 1人当りの居住面積などをみると，

いずれの指標も年々向上を示している只t1竺この

地域ごとの資料は明らかでないが，すでに述べた

ように，集合住宅の多くが都市部：こ立地している

ことから，それをみることによって都市住宅の水

準はある程度うかがうことができるであろう c た

とえば，第 7表は1989年の集合住宅の 1戸当りの

床面積ごとの分布をみたものである， 5階以下の

それは平均26.6坪， 6階以上のそれは平均32.3坪

であり，また，両者ともに， 20~35坪に多く分布

していることがわかる。したがって，第 1表で平

均住宅価格が示された30坪， 35坪という床面精

は，平均をやや上回っているが，台湾では決して

特別に広いというわけではないことがわかるであ

ろう。

また，住宅内部の設備状況をみると，自家用の

台所，浴室， 便所の普及状況は， いずれもほぼ

lOOtLi:近い普及となっている。水道設備について

ば，農村部に多いと思われる一戸建ては，まだか

なりの割合が井戸水等に依存しているが，都市の

集合住宅ぱ概ね100じTの普及となっている直13)。

住宅の総合的評価は外部環境も含めておこなう

第8表住宅ストックの配分状況の推移 。

年 1持家 1賃貸 l給与 1そ：ニ
1981 74.9 14.3 6. 7 i 3.8 

1982 74.5 14. 4 7.3 3.9 

1983 75.0 13. 7 6.9 4.4 

1984 76. 7 13.3 5.9 4. l 

1985 78. l 12. 6 5. 3 4. l 

1986 78.8 11. 4 5.5 4.4 

1987 79.2 11. 8 5.0 4.0 

1988 79.2 12. 4 4.4 4. l 

1989 79.9 11. 9 4.4 3.9 

（出所） 第4表と同じ（「調査結果提要分析」の表21)
より作成。
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第9表住tストックの省rtJ別保有状況 (1989年）
（単位： I,000戸）

台 濡省

台北巾 高雄市 都会＇区 都市：ヒ区口竺三I総
1戸数％ I戸数％ 戸数！ ％ 戸数： ％ 戸数： ％ i戸数，ー五―

， 
持家住宅 ！ 525 i 67. 2 1 257 ! 71. 4 1,713 ; 78. 3 i 668 ! 86. 8 746 ! 93. 7 3, 9(）9 } 79. 8 
般住宅 442 i 56. 5 I 198 i 55. 0 ¥ 1,106 1 6,1. 3 I 473 J 61. 4 ¥ 543 i 68. 2 ¥ 3,062 1 62. 5 
国民住宅 20 i 2. 6 I 14 i 3. 9 I 60 i 2. 1 i 26 i 3. 4 I 7 ! o. 9 I 127 ! 2. 6 
賠与・相続 9 58! 7.4 1 

' I'I,  I,  45 : 12. 5 I 235 : 10. 7 I 162 ! 21. o I 194 ! 24. 4 I 695 ! 14. 2 : I : I i I : I : 
そ の他¥ 5 :: 0. 6 I 1 i 0. 3 I 12 ¥ 0. 5 I 7 ¥ 0. 9 I 1 i 0. I I 25 i 0. 5 ， -----------―,, ------------

I 
-------------------- ----

i 20.1 I 571 
---------.. -----------------. --------------, ---------------------------．---------------: I : I : I : ＇ 賃貸住宅 ! 157 : 20. 1 I 57 : 15. 8 I 288 : 13. 2 j 60 : 7. 8 I 22 : 2. 8 j 584 i 11. 9 

公 1TI 5 i 0. 6 I 3 i 0. 8 I 3 i 0. 1 I 1 j 0. 1 I ―!- 13 : (） 3 
私有 151i 19. 3 ! 

， 
54 i 15.0 284 ! 13. 059  : 7. 7 22 i 2. 8 571 { l1. 7 I'‘  -------------------------l-----------:--------!--------—•-:--- -----1-----------'，--------!-----------:-----------------0-．，_ ------------------―:―-----• -

給り住宅 55 i 7. 0 ¥ 17 i 4. 7 ¥ 107 i 4. 9 ¥ 19 i 2. 5 ¥ Hi i 2. 0 I 214 ! ,1, 4 
有 46! 5. 91 

， ， 
公 16i 4. 4 I s9 1 4. 1 I 1s : 1. 9 I 14 ! 1. s I 1s1 i 3. 7 ： 

＇ 私 1i'I 9 j 1. 2 ] 1 l o. 3 I IS i o. 8 I 3 j o. 4 I 2 [ o. 3 I :n ! o. 7 
その他 45: 5. 8 29 i 8, 1 80, 3. 7 22 i 2. 9 12 i 1. 5 189 : 3.9 
小---；| 782 1001 国叫／叫） 1□五;f1()(）| 770 1五I-云， 1（)()i4,89[］-OO-：，  
（出所） 第4表と同じ (9ベージ）より作成。
GL) 1,0(x)戸木満を四捨五人しているため．一部で合計に誤差がある。ーはゼロ。
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べきものであるが，以上の点からして，台湾の住

宅は，その面積，設備などに関してはがなりの水

準にあると，；平価できるであろう。しかし何といっ

ても，台湾の住宅状況において最も特徴的なの

は，そのストックの保有状況であろう，，第8表に

よると，杵家比半は1981年ですでに74.9臥，その

後も年々増加し， 89年のそれはほぼ80雰であるご

とがわかるであろう。 OECD諸国で最も高い持

家比率を示しているアメリカですら1980年で73.0

塩ついで高いオーストラリアが 81年で 71.（）宮

(it14)，わが国の88年のそれが61.3g;:（注15)であるこ

とと比較すると，台滸の持家比率は，汽本主義国

の中でトップにあるといえるのである。また，第

9表は， 1989年における住宅ストックの地域別の

保fi状況をみたものである。この表から， 第 1

に，都市部ほど持家比率が低くなっていることが

わかる。とはいえ， 台北市の67.2ほという水準

24 

ぱ，東京都の 41.4~. 大阪府の49.5ほ（いずれも

1988年）（注16)と比べると， かなり尚いといえるの

である。第 2に．公共住宅の比爪が著しく小さい

ことがわかる。持家住宅のうち，国民住宅はわず

か 12万7000戸，全ストックの2.6歩でしかない。

また，賃貸住宅についても，公有は皆無に近く，ほ

とんどが民間の供給によってしめられているので

ある第3に給与住宅の多くが公有（官舎）であ

り，わが国の社＇むのような制度もほとんど存在し

ないことがうかがえる，以上要するに．台湾にお

いては，わが国では，不十分と（まいえ低所得層の

住む難をある程度緩和する役割をはたしている公

共賃貸住宅や社．宅などのストックに乏し<,民間

の供給；こよる持家中心の住宅ストックの保有状況

にあるc このため，盲頭に述べたような近年の住

宅価格の翡騰は，所得水準の低い芥年府を直撃す

ることとなったのであるe この点こそ，台湾にわ
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が国には例をみない大規模な住宅運動を生み出し

た最大の要因といえる。

（注 l) 陳麗春「台湾地区住宅問題特質之転変奥対

策」（『台湾銀行季刊』第37巻第2期 1986年6月） 235

ページ。

（注2) 同上論文 234ベージ。第 1期の間題とし

て，この他に住宅水準の低さ，都市の過密居住といっ

た質の問題も指摘されているが，やはり何といっても

主な関心は誠的不足の問題に向けられていた。

（注3) 同上論文 242ページ。

（注4) 台病における新築住宅の取引は，まだ建築

工事に着手していない段階で契約を結ぶ←預告j とい

う前売り制度が一般的となっている。これについては

張金関『房地産的世界』台北 遠流出版公司 1990年

参照。

（注5) 内政部営建署『解決台湾地区房地産価格上

浪問題之措置』台北 1988年 2ベージ。

（注6) 陳前掲論文 244ベージ。売れ残，）の原因

として，陳論文では，経済不況の他に，価格が高いこ

と，立地の不適切さなどが指摘されている。

（注7) 同上論文 246ベージ。

（注8) 以下は，内政部営建署 前掲翡 2 ~ :jペ
ージによる。

（注9) したがって， 1980年以降に取り壊された戸

数は差し引かれていない。

（注10) 高橋誠『士地住宅間題と財政政策』日本評

論社 1990年 3ページ。なお，わが国では， 1973年

の住宅統計調査以降，常に住宅数が世帯数を上回って

おり， 88年の調査による 1世帯当りの住宅数は， 1.11 

となっている。

（注11) 総務庁統計屈編 Ll"1988年住宅統計調査』

1990年。

（注12) 1981年と89年を比べると， 1戸当りの床面

積は24.72坪から30.54坪， 1戸当りの部屋数は3.82か

ら4.07へ， 1人当りの居住面積は5.06坪から7.06坪ヘ

と改善をみせている（「調査結果提要分析j 〔行政院主

計慮編『中華民国78年台湾地区住宅状況調査報告』台

北 1990年〕 12~16ページ）。

（注13) 同上論文 9~13ベージ。

（注14) 高橋前掲害 9ページ。

（注15) 総務庁統計屈編前掲書。

（注16) 同上背。

台湾の仕tl閑題と仕宅政策

n 台湾の持家政策

1. 住宅金融

ここでは，前節で明らかにした台湾の持家比率

の国際的にみた高い水準が，どのような政策によ

ってもたらされているのかを検討することとした

い。高橋誠教授は，住宅部門への政府介入の諸形

態を，（11家賃統制，金融調整などの規制的政策，

(2)低利ローン，タックス・エクスペンディチャー

などの財政的助成，（3）公共住宅などの直接供与，

の3つの範疇に分類しているは 1)。本節では，こ

のうちの(1)(2)を分析の対象とし，（3）は次節で取り

上げることとしよう。

一般に，持家政策の推進には住宅金融の充実が

不可欠の前提といえるであろう。実際，台湾にお

いて1971年以降89年までに住宅を購入ないし建築

した人の資金源をみると，自己資金が35.2叡，借

入金が64.8~ となっている。そしてその借入金の

借入先をみると金融機関が60.3歩をしめているの

であるば 2)C この台湾における住宅金融は，従来

は建築業者への融資が主であったのであり，わが

国でいうところの住宅ローンが普及し始めたの

は， 1970年代に入ってからのことであった。その

象徴的な出来事の 1つが， 1975年の銀行法改正に

より，財政部が台湾士地銀行を唯一の不動産信用

を兼務する農業信用の専用銀行に指定し，住宅ロ

ーンをその主要業務の 1つに加えたことである

註 3)3 この台湾土地銀行というのは，旧日本勧業

銀行の台北，新竹，台中，台南，高雄の 5支店を

政府が接収し，設立された国営の銀行である。

当初は，農地改革とその後の農村改良投資への融

資が主要業務であったが，次第に市街地開発にも

進出するようになり，この1975年の改正となった
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のである この改正により，同銀行の貸付残邸に

しめる住宅ローンの割合は， 1977年6月末には20

協弱の比重であったのが， 10年後には55.6歩と半

分以上をしめるまで増加しているのである（注4)。

さて，現在台湾において住宅金融の指針となっ

ているのは， 1982年に定められた「自己居住用住

宅の購入および建築業者への貸付を銀行がおこな

うに際して注意するべき事項」である(』5)" それ

によると，台洒の住宅金融は 3種類ある，，第 1

は，国民仕宅貸付である。これは，国民{l:-‘むの購

入に際して，のちに紹介する国民住宅基金から住

宅価格の30ほの低利融資を，返済期間15年という

条件で受けることができるというものである。ま

た，これどは別に，省市の銀行からも，什宅価格

の40白の融貸を，返済期間15年で受けることがで

きるのであるが，その利率は一般の利率と同じに

なる。第 2は，住宅購入貯蓄の加入行への貸付で

ある。これは，貯蓄を奨励し，国民の住宅購入衰

金の確保を援助しようとする政府の方針を後押し

するために，財政部が1980年に定めた「住宅購入

貯蓄実施要領」にもとづいておこたわれている，

それによると，この貯蓄に加入していると，中長

期担保貸付利率の下限の利息で，貯裕期間の 5倍

の返済期間で，満期後の元利合計の 3倍の融灯を

受けることができるというのである。もっとも，

融資額には，購入する住宅の抵当額を超えない，

1戸当り 100万元という上限が設けられている。

なお，この利率は， 1988年2月につぎに述べる一

般住屯貸付の利率と同じにすることと改正されて

いる。そして第 3が，一般の自己居仕用住宅購入

貸付である J その条件は，以下のとおりである J

(1) 対象一ー自己居住用住宅を所有していない

本人および配偶者

(2) 貸付額ー一土地および建物の評価額の70似

26 

以下，最研100万元

(3) 返済期間—-5 ~15年

(4) 利率ーー中長期自己居住用住宅貸付利率に

もとづいて計算

(5) その他一ー 1年以内に不動産の名義変更の

手続きを終えていること

かつて，わが国の内閣にあたる行政院に設けら

れた経済革新委員会は，以上の 3種類の住宅金融

のうちの第 3について，つぎのような問題点を指

摘していたり16)。それは第 1に，限度額100万元

では，台北市のような住宅価格の高いところでは，

不十分であること，第2に，対象を初めて住宅を

取得する場合に限定しているため，住替えや住宅

改善なとの面要に応えられないこと，第3に，返

済期間が最砧15年というのは，銀行法では貸付最

高期間が20年と規定されているのに比べて短すぎ

る，なとである 99

ところで，住宅ローン残高にしめる台湾土地銀

行の比率をみると， 1985年は44ほであったのが，

86年30~. 87年23ほと急速に低下するという事態

が生じているのである。だが，すでに述べたよう

に，住’むローンは台洒土地銀行の専用であるか

ら，他の銀行からの借入は固有の住宅ローンでは

ないのである。台術では，外商銀行と中国輸出人

銀行を除くすべての銀行で住宅資金の貸付を事実

上おこなっているが，それはあくまで一般の消費

者ローンの一環としておこなわれているにすぎな

いのである。 19印年末の全銀行の消費者ローン残

高は6077低元であるが，そのうち住宅購入賓金に

充てられたのは2509低元， 41.3ほにもなるのであ

る（注 7)。これは，上述の経済革新委員会の指摘す

る第 1の問題が，顕在化したものといってよいで

あろう C いずれにしても，高い持家比率にもかか

わらず，それを支える住宅金融制度は，必ずしも
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十分なものとはいえないであろう，3

2. 住宅税制

持家の取得を直接支援するものではないが，平

均地権政策によって，一定面積以下の自己居住用

住宅地にはきわめて低い税率が適用されている。

たとえば，地価税は， 通常 1~5.5歩の累進税率

が適用されるのに対し，都市部の 300平方盆以下

の自己居住用住宅地は 0.2ほとなっている。士地

増値税も通常は40~60ti:の累進税率であるのに対

し， 10ほとなっているのである直8）。この他に，

自己居住用住宅地を売却して，同じ利用目的の士

地を購入した場合，いったん納めた土地増値税の

還付を受けることができる儘9）。これは，わが国

の買い換え特例に相当するものといってよい。ま

た， 1987年12月の所得税法の修正によって，自己

居住用住宅購入のための金融機関からの借入金に

ついて支払った利息は， 1戸当り 6万元を限度と

して，課税所得から控除されることとなってい

る（注10)0 

このように持家1所有者については，さまざまな

措置が講じられているのに対して，今回の地価高

騰において，最も深刻な生活不安に陥れられてい

る賃貸住宅居住者へのこうした措置は，まった＜

講じられていないのである。この点について，蘇

志超教授は，「社会的意義および担税力からいう

と，持家所有者は，賃貸住宅居住者よりも負担力

が大きい。賃貸住宅居住者は，担税力が弱く，社

会的配慮が必要であるにもかかわらず，賃貸住宅

には地価税の累進税が適用され，それが転嫁され

ると，いっそうの負担を強いられるのである」

（注11)と述べて，地価税が累進課税となっているこ

とが，社会政策的には逆の好ましくない事態とな

っていることを批判しているのであるc そして，

本来，この社会政策の一環として用意されている

台湾の住宅問題と仕宅政策

のが，国民住宅という公営住宅のはずであるc つ

ぎに，その実態を検討してみることとしよう。

（注 1) 高橋前掲書 12ベージ。

（注2) 行政院主計慮編前掲書 24ページ。

（注3) 李昌楷「台湾土地銀行輿士地改革」（中国

土地改革協会『蒔公輿土地改革研討会論文集J台北

1987年） 202ページ。

（注4) この間の貸付残高の総額は 367億1200万元

から2361億7600万元へと増加している（台湾土地銀行

「台湾土地銀行業務概況j 〔中国土地改革協会 前掲書

所収］ 274ベージ）。

（注5) 住宅金融に関する最初の公的指針が定めら

れたのは， 1974年に第 1次オイル・ショックを契機と

するインフレ対策として制定された，―緊急経済安定方

策j である。その中に，金融機関の住宅建設および購

入への貸付について，自己居住用住宅の40万元以下を

除き，原則としてすべて停止するという項目が盛り込

まれたのである。しかしこれは，緊急策であり，最初

の本格的な住宅金融法制の制定は， 1977年9月の「自

己居住用住宅の購入および建築業者への融資に関する

投資環境改善実施要点j であった。これは， 1979年の

一部改正の後，本文に紹介する82年の「事項」の制定

によって廃止されたのである（行政院経済建設委員会

都市及住宅発展虞 9台湾地区住宅政策之研究』台北

1988年 14ベージ）。

（注6) 行政院経済革新委員会『行政院経済革新委

員会報告害』第3冊台北 1985年より。

（注7) 以上の数値は，行政院経済建設委員会都市

及住宅発展慮前掲甚 48ベージ。

（注 8) 建物の保有に対する税である房屋税も自己

居住用については低税率となっている。この点につい

ては，拙稿「台湾の房屋税（家屋税）」（『社会科学論

集』［埼玉大学〕第70号 1990年2月）参照。

（注9) 平均地権条例第44条。

（注10) 陳麗春 r論我国的住宅補助政策」（『台湾土

地金融季刊』第28巻第2期 1991年6月） 12ページ。

（注11) 蘇志超『土地税論（含土地房屋佑1呉）』台

北文笙書］，り 1987年 262ページ。
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m 台湾の国民住宅政策

すでに述べたように，国民住宅政策の本格的展

間は， 1975年叫卦民住宅条例公布以降のことであ

る。もっとも，その以前にそうした施策がまった

くおこなわれなかったわけではない。ま千， 1954

年に行政院国民住宅建設委員会が設けられ，これ

によって翌55年から58年までの 4年間に， 8724戸

の国民住宅か建設されている。 1958年に中央政府

は， この業務を省政府に移管し，台湾省国民住宅

建設委員会によ）て， 59年から75年までの17年間

に， 10万68()0戸が建設されたのである（注 1)い

第10表は， 1976年から88年3月までの建設実績

をみたものである。 1976年から81年度までは，第

1期国民住宅建設汁画期間であり，この間に10)j

7()()()戸の建設が叶画されていたのであるが，実紹

は7万2438戸， 67.7~の H 標達成率であった。 19

82~85年度は第2期国民住宅建設計画期間で，当

初は，毎年2ガ5()()()戸の建設を ll標としていた

しかし実績は，その 4 年間て 4 万3825戸， 43.8~

の達成率で，第 1期を下回ることとなった。これ

けすでに述べた，不動産不況などによる国民仕‘む

の完行き不板が，影響したのである。

この両期の違いは，目標の達成率の違いにとど

まるもので 9まない。その実績の内訳をみると，第

第10表国民住宅の建設実績

（畔：戸）

塁府直喜委託建設1貸付建設合 計
1976~81年度 54,424 I 14. 340 I 3,674 I 72,438 
1982~85年度 25,905 I -I 11,920 I 13,825 
1986~88年3月 2,308I -I 4,476 I 6, 784 

（出所） 行政院経済建設委員会都市及住宅発展虜
『台湾地区住宅政策之研究』台北 1988年 10 
ペーゞ

✓ ゜
（注） 年度は会，，1-年度 (7~（ill）。ーはゼロ。
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1期は，ほとんどが政府の直接建設によるもので

あるのに対し，第 2期になると，その比重が大幅

iこ低下し，民間の自力建設への融資による建設の

比重が高まっていることがわかるであろう 3 こう

した方向は， 19部年以降，より鮮明となっている

のである。すなわち．第1に，政府は，第2期の

大量の売れ残りを前にして，計画規模を大幅に縮

小することとした。第2に，建設方式を，民間投

資による建設を主とする方向に改め，政府は，建

設計両と住宅の維持管理，および允れ残りの一掃

；こ責任を負うこととし．地方の関連部局の予算と

人員も大幅に削減されることとなったのである

(i1 2 〗そして全休の建設戸数そのものが， 6784

戸，これに民間投資による建設の申請分250戸を

加えても， 7000戸ほどと，格段に減少しているこ

とがわかるであろう Q また，その内訳も，民間の

自力建設への融貸が 3分の 2をしめていることが

わかる。

以上， 1988年までの国民住宅政策の歴史を概観

した，，その建設け， 1970年代後半にピークを迎

ぇ．以後は縮小傾向にあり， 86年からは，政府は

この分野からの全面撤退を目指しているかのよう

な印象を与える状況となっている，、ところで，国

民住む条例は，そのIl的として第 1条で「国民住

宅の建設および管理を計画し，国民生活の安定お

よび社会福祉の増進をはかるために，本条例を定

める」と規定している，．，はたして， これまでの国

民化むが「国民生話の安定および社会幅祉の増進」

にどのように貢献してきたであろうか。

ごの点でまず第 1に指摘しておかたければなら

ないことは，すでに述べたことの繰り返しとなる

が，国民住宅の総住宅戸数にしめる比重がきわめ

て小さく， しかもそのほとんどが分譲であるとい

うことである。条例第 2条は，国民仕‘むの定義を
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「政府が計画し，つぎの方式で建設し， 売却， 賃

貸するか， もしくは自力で建設しようとする人に

融資をおこなうことにより，比較的収入の低い家

庭に供給する住宅」と規定していなつまり，そ

の活用を必ずしも分譲に限定しているわけではな

いが，実際の運営においては，賃貸住宅｛ままった

く位置づけられていないのである。

第2に，その分譲価格も，必ずしも安価ではな

く，条例の意図する低所得層向けの住宅となって

いないことである。これはすでに，第2期に売れ

残りが生じたとき，その原因の 1つとして指摘さ

れている。たとえば，先の陳論文ではその点につ

いてつぎのように述べているのである。

「安価な用地取得が困難であること，工事期間が

延びがちであるために金利と管理費の負担が増え

ることが，住宅価格を高くしているンいま売り：こ

出されている住宅の価格をみると，台北市で平均

164万元，台湾省で 84万元，坪当りの単価は台北

市で 5万5200元，台湾省で 3万755元であるこ国

民住宅貸付法によると， 1戸当りの貸付額は33万

元，第2順位抵当貸付でも最高40万元であり， 1 

戸当りの貯蓄は，少ない世帯で20万～30万元，多

くても80万～90万元であるから，一般の家庭では

とうてい購入できるものではないe また，購入で

きたとしても，毎月の支払額は，国民住宅の長期

低利貸付33万元でも5000余元，第2順位抵当貸付

の場合は 1万元を超えるのであり，中低所得層に

は，きわめて重い負担であるJi13)0 

こうした国民住宅の量的不足および価格面にお

いて低所得者の需要に応えられないという事態を

もたらした 1つの原因は，その財政運営のあり方

に求めることができる。

国民住宅の建設資金は，原則として中央政府の

国民住宅基金，供給主体である台湾省，台北市，

台清の住宅問題と住宅政策

第11表国民住宅建設資金の内訳 (1976~89年度）
（単位：億元）

1台湾省 1台北市 1高雄市

省市国民住宅基金 264. 011 104. 06[ 32. 71 
中央政府国民住宅基金 50. 80[ 35. 90[ 33. 14 

中央銀行融資 ー 1 30.50 

台北市銀行融資 -i 133. 9()1-—* 

台湾銀行融資 ー 40.oo

台湾土地銀行融資 ， 912. 91[ 25. 00 
その他 I23. 22 13. 3り
合 I計 1,250. 94[ 382. 661 65. 85 

（出所） 行政院経済建設委員会『台湾地区国民住宅
建設』台北 1989年 116, 123, 129ページよ
り作成っ

（注） 年度は会計年度 (7~6月）つーはゼロ。＊高
雄市：こついては，高雄市銀行融資となる。

高雄市：こそれぞれ設けられている国民住宅基金か

らの拠出でまかない，不足分は中央銀行，土地銀

行などからの融資によって調達することとなって

いな第11表は，その1976~89年度の省市ごとの

調達資金の内訳をみたものである。財政規模の小

さい高雄市は基金のみでまかなっているが，台湾

省，台北市はいずれも銀行融資に大きく依存して

いることがわかるであろう c この国民住宅基金の

うち， 省市のそれは土地増値税収入の一定割合

（当初は15乙 1979年から20亡，＇）を充当することでま

かなうこととなっているのであるが，実は， 78年か

から89年まで台湾地区全体で平均して土地増値税

収入の 8.7歩しか充当されておらず，その間の累

積不足額は 499億元にも逹しているのであるほし。

しかも， この基金によってまかなわれる部分でさ

えも銀行融資と同じく住宅の売却によって回収す

ることが目指されるという，完全な独立採算的財

政運註となっているのであなこうした基金の不

足と独立採算的財政運営が国民住宅の絶対的不足

と価格の高騰をもたらしているのである。そのた

め，唯一，公的資金による直接の負担軽減措置と

して国民住宅の購入に際し，銀行から借入をした
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場合，その利息と国民住宅基金からの借入の利息

との差額を補給する制度があるものの，「国民住

宅の価格が高いため，借入額が膨れ上がり，その

ため購入者の収入が，多くの場合平均以上の水準

となり，その利子補給の対象が低lfr得肘ではなく

なっている」（注5)という事態をもたらしているの

である。

こうした状況にもかかわらず，近年の住宅価格

の絲騰により割安感のIliてきた国民住宅への需要

はかつてない病まりをみせている。たとえば 19

86年11月から88年 4月にかけて台北市で売りに出

された国民仕宅のうち， 一般巾民への割‘り分は

628戸にすぎなかったが，その応募者は 7万 5000

人近くにも逹したのである（注6)，また， 1989年8

月現在の国民住宅のウェイティングリスト登録者

数は全国で10万2000人（そのうち台北市だけで5万

5000人）にも逹しているのである（注7入しかしな

がら，これまでのような財政運営と分譲中心とい

う政策の枠糾では，もはやこうした需要に応える

ことはきわめて困難となっているのであるほ8¥

（注 1) 行政院経済建設委員会都rli及住‘む発展虜

前掲書 10~11ベージ。

（注2) 同上書 11ノしージ。

（注 3) 陳「台湾地1刈：住宅問題特＇貞之転’艇即対策」

244ベージ。

（注4) とくに1987年以降は，土地増値税収入の急

増にもかかわらず， 2石程度しか允‘りされていない

（行政院経済建設委員会都市及住宅発展慮『台湾地区

国民住宅建設』台北 1989年 127ベージ）。

（注5) h政院経済建設委員会都rli及住＇む発展慮
『台湾地区住宅政策之研究』 12ページ。

（注6) 行政院経済建設委員会都市及住宅発展虞

『台湾地区国民住宅建設』 202ページ。なお，国民住宅

はすべてが一般市民に公間の抽選で分譲されるわけで

はない。というのは，軍宿舎の建替えや再開発による

場合は，対象地の従I・Jijの屈住者に優先的に配分される

からである。
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（注7) 国立政治大学池政学系『住宅問題輿住宅政

策之研究』台北 1990年 173ベージ。

（注8) 1989年9月，行政院は「当面する住宅問題

を改善する重要措置」を発表した。それは，国民住宅

待機者の一般の住宅購入への省市政府による住宅融資

と利子補給， 2年間で5万戸の国民住宅の建設（うち

政府の直接建設が3万6000戸）， 5年間で1万2000戸

の賃貸国民住宅の建設など， 8つの施策からなってい

る（詳しくは，只家昌「為無殻蝸牛伐個家J [『大聯房

屋市場』第186期 1990年5月〕参照）。また，最近の

新聞報道によると内政部は，国民住宅条例の改正案と

して，年収20万元未満の階IMには，低家賃の国民仕宅
を提供する， 20万元以上40万元未満の階屑には住宅ロ

ーンの利子補給を行なう， 40万元以J.:60万元以下の階

層には国民住宅を15ふ割引で購入できるようにする，

というような内容を検討しているというのである

び中国時報.:.1991年3月22日）。

おわりに

以上の分析かしい らかとなった。第

1に，台湾の住宅は，量的不足はいまだに解消さ

れていないとはいえ，質的には年々改性がすすん

でいる。そしてそのストックの80芯近くが持家で

あり． しかもその供給主体にしめる公共部門の比

重はきわめて小さい3 このため，低所得層向けの

公的賃貸住宅や社宅などのストックに乏しく，近

年の仕＇む価格の高騰が低所得肘を直撃することと

なり，そのことが新たな市民運動を生み出す大き

な要因となった(l)である，9

第 2に．こうした持家取得を援助するべき公的

住宅金融は，量的にも，借入条件からいっても，

必ずしも十分なものとはいえない。他方，平均地

権政策においては．一定面積以下の自己居住用住

宅地に対して，かなりの税負担の軽減措置が講じ

られているが，賃貸住宅居住者への税制上の措置

はまった＜講じられていないのである C9

第 3に，唯一の公的住’むである国民住宅は，そ
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のほとんどが分譲であり，量的にも，価格面で

も，本来の、店図である低所得層向けの住宅供給と

いう社会政策的役割をはたせないでいる。その 1

つの原因は，国民住宅財政の独立採算的運用，ぉ

よび中心財源であるべき国民住宅基金への士地増

値税収入の充当が十分でないことに求めることが

できる。つ主り，平均地権政策の目指す「地利共

享」のうち，「地利」は政府によりある程度吸収

か内の住宅問題と住宅政策

されてはいるものの，それを国民に還元する重要

な一手段である住宅政策においては，国民が窄受

（共享）できるシステムを欠如させていたのであ

る。ここに，長年の平均地権政策の実施にもかか

わらず，なぜ今日のような深刻な住宅難を招いた

かを考えるうえでの，核心の 1つがあるのであ

る。

（埼玉大学経済学部助教授）
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